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はじめに 

 

・ 平成１８年８月に現行の「中心市街地の活性化に関する法律」（以下「法」

という。）が施行されてから７年が経過し、全国１１７市（平成２５年１２

月現在）において基本計画が認定され、関係各省が連携して活性化に取り組

んできたところであるが、中心市街地は依然として厳しい状況（空き店舗、

シャッター通り）に置かれている。 

・ このため、内閣官房においては、平成２４年１０月に「中心市街地活性化評

価・調査委員会」を設置し、精力的に活性化施策のあり方について検証を行

い、平成２５年２月５日に、今後の中心市街地活性化施策の方向性について

「中間的論点整理」をとりまとめ、公表した。 

・ ６月１４日に閣議決定された「日本再興戦略」では、「地方都市においても、

まちなかへの集約化による都市構造の再構築を行い、人口が減少する中でも

住宅・医療・福祉等の機能をまちなかに誘導し、都市の活力の維持・向上を

図る」として「民間投資の喚起を軸とする中心市街地活性化を図る」ことが

盛り込まれた。 

・ 経済産業省では、産業構造審議会中心市街地活性化部会において、中心市街

地活性化に関する具体的施策の方向性について議論が進められ、６月４日に

「中心市街地の再活性化に向けて（提言）」がとりまとめられた。 

・ 国土交通省では、「都市再構築戦略検討委員会」において、人口減少、高齢

化に対応した都市構造の再構築（リノベーション）のあり方について議論が

進められ、７月３１日に「中間とりまとめ」がとりまとめられた。更に、コ

ンパクトシティの実現及び移動機会の増大を図るため、地域の関係者間の役

割分担と合意の下で公共交通の充実を図る仕組みの構築を目指して、現在国

土交通省の交通政策審議会地域公共交通部会において、検討が進められてい

る。 

・ このような議論を踏まえ、内閣官房では、中心市街地活性化施策の今後の方

向性と具体的な取組のあり方を検討するため、それまでの「中心市街地活性

化評価・調査委員会」を事実上発展的に再編し、７月には実務者も含む多様

な有識者からなる「中心市街地活性化推進委員会」を新たに設置した。 

・ 設置以降、５回にわたって、全委員によるプレゼンテーションを行い、活発

かつ有意義な議論を重ね、今日の中心市街地が直面する諸課題について把握

するとともに、制度のこれまでの運用実績を踏まえ、具体的な制度・運用の

改善施策を検討してきた。 

・ ついては、中心市街地の活性化に向けて、以下の通り、制度・運用の改善の

方向性についてとりまとめたところである。 
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Ⅰ．現状評価・課題 

 

１．現状評価 

（政策経緯） 

・ 中心市街地活性化法は、平成１０年の法（旧法名称「中心市街地における市

街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関する法律」）施行以来、

中心市街地が地域経済及び社会の発展に果たす重要な役割を有するとの基

本認識の下、中心市街地の都市機能の増進及び経済活力の向上を総合的かつ

一体的に推進し、国民生活の向上及び国民経済の発展に寄与することを一貫

して目的としている。 

・ その上で、平成１８年の法改正においては、急速な少子高齢化の進展、消費

生活の変化等の社会経済情勢の変化を踏まえ、既存の支援内容では中心市街

地の活性化に対して十分対応しきれないことを背景に、以下のとおり新たな

制度が構築された。 

 
１）平成１８年の法改正前は、中心市街地活性化との関連性が薄かったり、効

果の検討が不十分なまま、様々な事業を盛り込んだ総花的な中心市街地活性

化基本計画（以下「基本計画」という。）が多かったことから、支援措置の

対象を実効性が確保された基本計画に基づく取組に限定するため、内閣総理

大臣による基本計画の認定制度を創設した。 

２）こういった限定された認定基本計画に対して、都市福利施設の整備と住宅

供給及び居住環境の向上に関する施策の追加を始めとした支援内容の拡充

を図った。 

３）更に、多様な民間主体が協議を行い、連携を図ることを促すとともに、そ

れら民間主体による総合的な事業推進体制を確立する観点から、中心市街地

活性化協議会が法定化され、基本計画策定時に市町村に対して意見を述べる

ことができるとされ、基本計画策定プロセス等に地域の商工会議所等経済団

体やまちづくり関係者が主体的に関与する仕組みが整った。 

４）国の支援体制としても、中心市街地活性化を内閣の重要課題として総合的

かつ一体的な推進等を行う国の主体として中心市街地活性化本部の法定化

等の措置を講じた。 

５）また、こうした法改正に合わせて、いわゆる「まちづくり三法」の他の二

法の見直しも行われ、都市計画手法を活用した郊外での大規模小売店舗の立

地の適正化、大規模小売店舗立地法の特例により、大型店のまちなかへの出

店に関する手続きが簡素化される途が開かれた。 
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・ 以上のように、平成１８年の改正法の趣旨は、人口減少、高齢化等の急速に

進展する課題を意識して、国の支援策を強化したこと、取組の実効性を高め

るために地域における協議の場を確保し、基本計画に対して認定を与える等、

国として中心市街地活性化への支援を強化した。 

・ また、国の支援の集中的かつ効果的な投入がうたわれた背景には、改正法に

基づいて取り組まれる中心市街地活性化が、人口減少社会における全国のモ

デルとして位置付けられるべきとの観点もあったと考えられる。 

 

（現状評価） 

・ しかしながら、法改正後７年が経過した現在、平成２４年度末までに基本計

画期間が終了した市町村において、目標を達成した評価指標は全体の２９％

であり、基本計画全体での目標達成状況は芳しくない。 

・ 目標の達成率としては、通行量、施設入込数等が比較的高いのに対し、販売

額、空き店舗率等の「商業振興による活性化」をテーマにした評価指標の達

成率が低い傾向にある。 

・ 中心市街地内外の経済指標をみると、認定市街地の人口シェアは低下し、依

然として低い状況にあり、中心市街地の事業所数、販売額は減少している等

中心市街地内の数値は芳しくない。また、大規模小売店舗の出店件数、立地

店舗面積とも中心市街地への立地は少なく、直近では中心市街地外や隣接市

町村への立地は増加しており、中心市街地が地域全体の中で求心力を回復し

ているとはいえない状況である。 

 

２．今後の課題 

（民間の事業展開の停滞） 

・ 上記のような現状の背景としては、投資が中心市街地に流入せず、商業・都

市施設等の新陳代謝が進まないとともに、新たな事業活動も停滞しているこ

とが考えられる。中心市街地活性化が果たす役割が、中心市街地のみに視点

が当てられているため、郊外部の住民の理解が得られにくい状況となってい

る。 

・ また、相続、居住用地の固定資産税の減免措置、老朽化した建物の固定資産

税の低さと取り壊し費用の個人負担等、土地所有者の個人の事情により、土

地の流動性が低くなっており、民間事業者が中心市街地で新たな事業を実施

したくても、その場所がない状況であるとの意見もある。 

 

（計画策定市町村数の減少） 
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・ 法改正前には６００以上の市町村が法に基づき基本計画を策定し国に提出

していたが、法改正後に内閣総理大臣の認定を受けた市町村数は１１７（平

成２５年１２月現在）である。 

・ 内閣府が平成２５年度に実施した中心市街地活性化基本計画の内閣総理大

臣認定を受けていない全国の市町村を対象にしたアンケート調査において、

全体の１２％の市町村は中心市街地活性化基本計画の認定申請は行わない

が、独自で中心市街地活性化のための計画を策定しているとの回答があった。

内閣総理大臣認定の申請を行わない理由としては、「別計画や別事業による

取組を予定している」、「認定要件のハードルが高い、認定要件を満たせない」、

「中活法の必要性を感じない、対象となる事業がない」との意見が多く、制

度・運用面での課題が明らかになった。 

・ 市町村が中心市街地活性化に取り組むきっかけは「補助を受けたい事業」が

あったからというところが多いと言われている。特に、廃止された旧戦略的

中心市街地商業等活性化支援事業費補助金は、民間企業が直接国から高率の

補助を受けられる制度であり、とりわけ商工会議所や地元有力企業、まちづ

くり会社が中心市街地で実施したい事業案がある場合に、市町村を説得して

基本計画の認定を受けたケースが多いとの意見もある。上記補助金の廃止、

実質民間が補助を受けられなくなったこと等から、民間の中心市街地活性化

に対する取組のインセンティブが薄れ、認定を目指さない市町村が増えてい

る場合もあると考えられる。 

 

（実態に即した更なる取組） 

・ 中心市街地活性化は、地域社会や地域経済の特性を踏まえた対応を図ること

で、政策の実効性が上がるようにしていくことも必要である。その際、車社

会の進展等により生活圏や経済圏が市町村を超えて広域になっているのに

対し、現在の基本計画は市町村単位での認定となっており、広域的な取組を

実施しにくい状況となっている。 

・ 特に、大規模小売店舗の立地等については、基本計画の認定市町村のみによ

る取組だけでは、周辺市町村の郊外開発等の影響により効果が得られない場

合が多く、市町村単位での調整に限界がある。 

・ また、基本計画の運用面においても、事業の進捗状況を的確に把握し、地域

の実情に応じた対応策を取るため、目標の達成状況に対する評価やフォロー

アップ、評価の反映方法についても再検討する必要がある。 

・ いずれにせよ、地域の実情に即して都市の将来像や現在の課題に応じた活性

化の方向性、それを実現するための中心市街地活性化の在り方についても検

討すべきである。 
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（実施体制の弱さ） 

・ 現行法では、中心市街地活性化協議会がまちづくりを進める上で有用な組織

として位置付けられているが、内閣府が実施したアンケート調査によると、

開催頻度が１回以下の中心市街地活性化協議会が約４割となっており、単に

市町村の意向を伝達する場であったり、既定の方針の追認であったりする例

も多く、中心市街地活性化に資する事業の実施体制として形骸化していると

の指摘がある。 

・ また、まちづくり活動の担い手としてのまちづくり会社等における人材の確

保や運営の基礎となる財政基盤の強化に向けた収益性の確保、更には地域住

民の参加も課題となっている。 

 

（更なる環境変化を踏まえた対応） 

・ 人口減少、少子高齢化、買い物弱者の増加、インフラ維持コストの増大、公

共交通の衰退等、中心市街地を取り巻く環境は大きく変化し続けており、中

心市街地活性化制度については、環境の変化に対応した制度・運用の見直し

が必要である。 

 

 

Ⅱ．基本的な方向性 

 

１．目指すべき方向 

（中心市街地活性化の基本理念） 

・ 中心市街地活性化を効果的に実現していくためには、これに関わる市町村、

地域住民、民間事業者、更にはＮＰＯ、地域金融機関といった関係者間で、

まず地域ごとに「活性化とは何か、何を目指しているのか」等、目指すべき

中心市街地の在り方（基本理念）を共有していくことが必要である。 

・ 具体的には、中心市街地は、地域住民の暮らし、学び、遊びといった生活の

場であり、そして人々が交わり合いコミュニティを形成し、かつ消費や経済

活動が行われる交流の場、地域における社会的、経済的及び文化的活動の拠

点となるにふさわしい市街地コミュニティの場であることを認識すべきで

ある。 

・ その上で、目指すべき中心市街地を具現化するためには、中心市街地活性化

に関わる主体である市町村、地域住民、民間事業者、ＮＰＯ、地域金融機関

等が中心市街地活性化協議会の場等を通じて、各主体が中心市街地活性化に

ついて濃密な議論を交わし、適切な役割分担の下で、各主体が個別の中心市
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街地活性化事業に主体的に取り組んでいくことが必要である。 

・ このような各主体の取組については、国はこれまでも効果的かつ効率的に実

施されるかどうか等の観点から認定を行い、当該認定を受けた基本計画に基

づく取組に法の支援対象を限定してきたところであるが、特に地域全体への

波及効果が大きい意欲的な取組に対して、限られた政策資源を更に集中させ

ていくという、「選択と集中」を徹底し、中心市街地活性化を各地で一歩一

歩着実かつ効果的に実現していくことが必要である。 

 

（中心市街地活性化の意義） 

・ 上記の基本理念の共有に当たっては、以下のような中心市街地活性化の意義

を十分認識することが必要である。 

・ 中心市街地活性化は、単に疲弊した中心市街地や商店街の活性化を目的とす

るものでなく、人口減少、高齢化等の我が国の社会経済状況が大きく変化す

る中で、地方都市全体の活力の向上を図るための一環として捉えていくこと

が必要である。 

・ 地方都市の再興に向けては、コンパクトなまちづくりを図るための都市構造

の再構築、具体的には住居のみならず、医療・福祉といった機能のまちなか

への誘導、地域公共交通の充実等が重要となるが、中心市街地活性化は、こ

うしたまち全体の活性化の取組の中で、特に重要な役割を担うと考えられる。 

・ 今後、中心市街地活性化を進めるに当たって、上記のような認識に立って、

地域全体の居住環境の向上、医療・福祉といった機能の確保の取組、地域公

共交通の充実、更には農業を含む地域活性化の取組等と一体となって、各施

策と密接に連携して、地域活性化全体の観点から取り組んでいくべきである。 

・ 言い換えれば、中心市街地活性化を考えることは、将来に向けた当該市町村

全体やその周辺地域を含めたまち全体の活性化を考えることになる。従って、

中心市街地の将来像とともに、場合によっては自然環境保護や農業、観光振

興等郊外の将来像も併せて示していくことで、中心市街地と郊外との役割や

機能の明確化等を図り、郊外部も含めて地域住民全体が一層具体的に中心市

街地活性化を意義あるものと実感できるようにすべきである。 

・ このような全体像の中で、総合調整機能を有する中心市街地活性化制度を十

二分に活用し、都市政策及び産業政策等を総合的かつ一体的に運用していく

べきである。 

 

２．地方公共団体の役割 ～期待されるイニシアティブ～ 

・ 上記の基本理念の共有や各取組を総括、コーディネートし、中心市街地活性

化のイニシアティブを発揮していくべきは市町村である。理念の共有等に当
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たっては、まず、自らのまちの現状やその抱える課題について、市町村が中

心になって客観的な分析に基づく事実関係等を広く明らかにし、地域住民や

事業者の問題意識を高めることが必要である。 

・ このような客観的な事実関係等を踏まえて、地域住民に対し、まちづくりの

将来を見据えたビジョンやシナリオを提示していくこと（場合によってはベ

ストケースやワーストケースの両方のシナリオを提示していくことも有効）

が必要である。 

・ その際、全国のあらゆる中心市街地が置かれている状況は様々であり、地域

の特性等を十分に踏まえた取組を行わなければ、効果的な成果をあげること

は困難と考えられるため、市町村は、当該地域が有する地理的、自然的、文

化的な特色を活かすとともに、地域の経済情勢の変化を考慮し、国の方針を

踏まえつつ、中心市街地における都市機能や商業機能等の既存ストックを最

大限有効に活用し、事業者と連携した活性化に資する効果的な事業を盛り込

んだビジョン等を策定していくべきである。 

・ 更に、広域的な視点で、周辺都市との相互補完関係を踏まえ、周辺地域との

差別化を図り、どのような都市機能や商業機能等を強化していくかを考え、

効果的かつ効率的な事業や投資を進めていくことも検討すべきである。その

際、市町村においては、様々な機会を通じて都道府県はもとより隣接市町村

との積極的な意見交換等を行い、中心市街地活性化に係る問題意識について

共有を図っていくべきである。 

・ このようなビジョン等に基づき、市町村は、中心市街地活性化制度における

都市機能増進や経済活力向上のための多様な各種支援制度を十二分かつ効

果的に活用し、中心市街地活性化の各事業を着実かつ計画的に実施していく

ことが必要である。 

・ また、上記のように生活圏・経済圏が市町村を超え広域になっている実態を

踏まえ、大規模小売店舗立地等の調整を含め、基礎自治体である市町村のみ

では限界がある場合には、市町村の要請に応じて、広域自治体である都道府

県が一定の役割を担うことが望まれる。 

 

３．民間事業者等の役割 ～理念等への協力～ 

・ 中心市街地活性化を実現するためには、市町村と並んで、民間事業者、ＮＰ

Ｏ、地域金融機関等の取組や協力が不可欠である。これらの実施主体の活動

は、都市機能の増進や経済活力の向上の原動力となるため、事業者は自由な

事業活動を行うことが基本であることを踏まえつつも、目指すべき中心市街

地活性化の方向性を示した上記中心市街地活性化の理念や意義に配意して

事業活動を行うことや市町村や国の施策の実施に必要な協力を行うことが
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期待される。その際、市町村との連携はもちろんのこと、必要に応じて、ま

ちづくりに関係する多様な主体と、まち全体のプランニングから具体的な中

心市街地活性化事業の実施、効果の検証に至るまで緊密に連携し、各実施主

体が一体となって中心市街地活性化に向けた取組を行っていくことが期待

される。 

 

４．国の役割 ～府省連携等～ 

・ 中心市街地活性化は、本来、地域が自主的かつ自立的に取り組むことによっ

て実現されるべきものである。しかしながら、急速な少子高齢化の進展、消

費生活の変化等の社会経済の情勢変化に対して、現行の中心市街地活性化施

策が十分に対応できたものとなっておらず、全国的に問題が深刻化している

状況を勘案すると、単に一地域の問題としてではなく、国全体で取り組むべ

き重要課題であると認識し、国が中心市街地活性化に関する施策を総合的か

つ一体的に推進する必要がある。 

・ そもそも、中心市街地活性化施策は、「市街地の整備改善」、「都市福利施設

の整備」、「居住環境の向上」、「商業の活性化」及びこれらと一体的に推進す

る公共交通に関する事業を総合的かつ一体的に推進する必要があり、多岐に

亘るため、関係府省がより連携を密にして市町村の取組を支援すべきである。 

・ 更に、中心市街地活性化の意義で述べたように、中心市街地活性化、ひいて

は地方都市全体の再興を実現していくためには、中心市街地への活性化施策

のみでは自ずと限界があり、中心市街地と郊外との機能分担を踏まえつつ、

都市構造全体、公共交通等との連携を図っていくことが不可欠である。具体

的には、都市全体のビジョンに基づき、既存ストックの活用を含めた都市機

能の計画的な配置、人口密度の維持と、それに併せた公共交通の充実等の取

組を強力に推進すべきである。その際、各事業等を生活者目線で整備を行っ

ていくことが重要である。 

・ また、国は、上記中心市街地活性化制度の理念・意義について、首長を始め

とした市町村関係者へ積極的に周知していくことが必要である。その際、全

国各地、様々に地域の背景、特色等違いがあるが、市町村の規模等に応じて、

成功例を提示していくことも有効だと考えられる。こういった成功例になら

って、各市町村が中心市街地活性化に取り組むことが期待される。 

 

 

Ⅲ．具体的な施策の方向性 

 

１．認定市町村の裾野拡大 
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・ 中心市街地の停滞、空洞化等に伴う地域活力の低下は、広域圏における中心

的な都市から、いわゆる「小さなまち」まで多くの地域が抱える課題である。

無論、それぞれの規模や社会経済状況に応じて、中心市街地が抱える課題は

異なるが、こうした課題の解決に向け、中心市街地活性化のための総合的な

取組が必要とされている地域は、その規模の大小を問わず少なくない。 

・ 内閣府が実施したアンケートによると、人口規模３～５万人の市町村（全国

で２４１市町村、回答は１５２市町村）のうち、「中心市街地と認識してい

る地域があり、現在その活性化に取り組んでいる」と回答したのは５２％と

いう結果になっている。 

・ しかしながら、現状として、基本計画の認定を受けている市町村のうち、人

口規模が５万人未満（認定時点）のものは１４市町、１７計画（平成２５年

１２月現在）にとどまっている。 

・ この理由として、現行法では、基本計画において「市街地の整備改善」、「都

市福利施設の整備」、「居住環境の向上」、「商業の活性化」の４事項等全てに

事業を盛り込むことが障害となっていると考えられる。 

・ 現に、前述のアンケートによると、人口規模３～５万人の市町村（全国で２

４１市町村、回答は１５２市町村）のうち、当該４事項に関する事業を基本

計画に盛り込むことが基本計画の認定申請に至らない理由だと回答したの

は６７％になっている。 

・ そもそも４事項等に事業を盛り込むことは、中心市街地活性化のためには、

単に縦割りの施策を個々に実施しても効果は限定的であり、都市機能の増進

及び経済活力の向上に関する様々な分野の施策を総合的かつ一体的に取り

組むことが不可欠であるという、中心市街地活性化制度の意義に基づくもの

である。 

・ ただし、基本方針においては「地域の現状やニーズ、過去の取組の成果等か

ら、新たな事業を必要としないと判断される事項については、その理由の記

載を以て事業の記載がされているものとみなす」とも明示されている。 

・ 当該４事項において、基本計画期間内の新規事業の掲載が無くとも認定を受

けているのは、大分県豊後高田市及び青森県弘前市の２市、３計画にとどま

っている。人口約３万人の豊後高田市では、一定のまちなか居住は既に確保

されているため、既存ストックを活用することにより、基本計画期間内での

行政主体の居住施設整備は予定しておらず、基本計画には記載していないが、

市全体を対象とする定住促進事業には複数取り組んでいるとしている。また、

いわゆる「小さなまち」ではないが、人口約１９万人の弘前市でも、認定前

に民間事業が複数竣工しており、一定のまちなか居住は確保されているため、

既存ストックを活用することにより基本計画期間内での行政主体の居住施
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設整備は予定しておらず、新たに基本計画に記載する事業は生まれにくいタ

イミングだったとしている。 

・ このように、いずれも「居住環境の向上」に関する事項において、一定のま

ちなか居住が確保されていることを前提に、既存ストックの活用により活性

化を図るという内容が盛り込まれており、直近５年程度で設定している基本

計画期間内の新規事業は盛り込んでいない。 

・ このような弾力的な運用を徹底することによって、いわゆる「小さなまち」

における基本計画の認定に対する潜在的ニーズが掘り起こされる可能性は

ある。 

・ 以上のことから、中心市街地の抱える課題が一層多様化・複合化している現

状において、当該４事項の意義がより高くなっており、中心市街地活性化に

向けて不可欠な要素であることに変わりはないが、特に「小さなまち」の基

本計画については、既存のストックがあれば、特定の事項に新たな事業を盛

り込まれていなくとも積極的かつ柔軟に認定していくことが必要である。 

・ 加えて、弘前市及び豊後高田市のように、必ずしも４事項において新たな事

業を盛り込んでいない基本計画の認定実績が既に存在することについて、積

極的に周知すべきである。 

 

２．地域実態に即した柔軟な区域設定 

・ 人口減少、高齢化、環境負荷低減等の諸課題に対応してコンパクトシティの

実現を図りつつ、まち全体の活性化につながるような中心市街地活性化を効

果的かつ効率的に推進するためには、中心市街地の区域を適切に設定するこ

とが重要である。区域設定に当たっては、都市全体の構造を見渡し、商業、

業務、居住、福祉等の都市機能の集積状況等を踏まえつつ、歩いて暮らせる

範囲を勘案しつつ、限られた政策資源の重点化を図るにふさわしい区域を設

定することが必要である。 

・ 基本方針においては、中心市街地の数について、「原則的に一市町村に一区

域となるものである。しかし、合併市町村、政令指定都市等、同一の市町村

の内にあっても、地域によって異なる課題を持っている等、地域の実情によ

り中心市街地とすべき地域が複数存在する場合も考えられる」とされ、また、

中心市街地の規模等については、「一団的な形状であって、居住人口や都市

機能等において市町村の他の地域に比べて高い密度が保持されている等、各

種取組が総合的かつ一体的に実施することが可能な範囲となるよう定めな

ければならない。」とされているところである。このため、一市町村で複数

の地域について基本計画の認定を受けている例は３市（静岡市、北九州市及

び熊本市）にとどまっている。 
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・ 元来、都市の中には、市町村合併も含め、まちの長い発展の歴史を通じて、

社会経済的に中心的な役割を果たしている拠点地区が複数ある場合がある。

こうした都市においては、まち全体の活性化を図るために複数の拠点を相互

に連携や適切な役割分担を図りつつ総合的かつ一体的に活性化を図ること

が必要と考えられる場合もある。 

・ したがって、安易に複数の拠点を認定すべきではないものの、地域の実情を

十分に勘案し、法に定める中心市街地の定義を満たしつつ、複数の拠点間が

公共交通ネットワーク等で密接に繋がっていること等を前提として、区域が

一団の形状となっていなくても、複数の拠点地区を一体として中心市街地と

して認定していくべきである。 

 

３．広域的な調整 

・ ショッピングセンター等の大規模小売店舗の立地状況については、引き続き

郊外への立地が進んでおり、中心市街地活性化を図るためには、商業機能を

はじめとする様々な都市機能を中心市街地において維持・向上させるための

規制・誘導策を含めた取組が重要である。 

・ このため、いわゆる「まちづくり３法」の枠組みの中で、大規模小売店舗立

地法の活用による認定中心市街地への大規模小売店舗の迅速な立地を促進

するための特例措置や、都市計画法の見直しによる郊外部での大規模小売店

舗の立地の適正化等の取組と併せて中心市街地活性化に取り組んできたと

ころである。 

・ しかしながら、市町村においては、各々の方針に基づいてまちづくりを進め

ており、法の枠組みも、基本的には市町村が主体となり、基本計画策定とこ

れに基づく各種事業を推進する枠組みとなっている。このため、例えば、あ

る市町村は中心市街地活性化のために大規模小売店舗の立地規制を行う一

方で、その隣接市町村で地域雇用創出等のために大規模小売店舗を誘致する

等、市町村間の政策の違いによって中心市街地活性化に取り組む市町村の政

策効果が限定的になってしまう場合がしばしば生じている。このように、単

一の市町村の中だけで取り組んでも、実質的に効果あるものとすることは難

しい場合がある。 

・ こうした課題に対応し、広域自治体である道府県において、大規模小売店舗

を適正に立地誘導するための条例や指針等を制定し、一定規模以上の面積を

有する施設に届出を求める等の取組も増加している。条例制定前との厳密な

比較は難しいが、このような条例制定後、一定規模以上の面積を有する施設

の届出は、いずれの道府県においても誘導地域への届出が多く、誘導地域外

への届出については、全くない場合を含め少ない状況となっており、一定の
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施策の効果が上がっている。 

・ かかる観点から、都道府県は、市町村の求めに応じて広域自治体として広域

的観点から市町村相互間の整合性確保と連携促進を図るために、単に適切な

指導、助言を行うだけでなく、市町村の求めに応じて積極的に広域的な調整

を行うことが望ましい。その際、中型のロードサイド店の立地に歯止めがか

かっていない状況等地域の実態に即した対応が必要であると考えられる。更

に、都道府県は大規模小売店舗立地等の個別事項に限らず、当然ながら市町

村の身近な相談窓口としての機能も期待される。 

 

４．波及効果が大きい事業への重点支援 

・ 現在、全国の多くの中心市街地において民間事業者を中心とする投資が十分

に流入せず、都市機能の増進や新規の事業活動が進まない等、経済活力の向

上を果たしているとは言えない。このような状況を踏まえ、特定の波及効果

が大きい事業を選択し、そこへ政策資源を集中させることで、その効果を最

大限に発揮させ、中心市街地への民間投資を強力に喚起させていくことが必

要である。 

・ このような事業は、①緊急的に地域における経済活動の拠点を整備するもの

であり、当該地域経済の活性化及び地域間の多様な交流の促進に確実に寄与

すること、②関係する地方公共団体や中心市街地活性化協議会等の関係者と

相互に密接な連携を図りつつ、重点的、効果的かつ効率的に実施されるもの

であることが必要である。 

・ このように、地域住民や市町村の強いコミットメント（中心市街地活性化協

議会の同意）があり、当該中心市街地のみならず、その周辺地域の経済活力

を向上させる波及効果が大きい事業を国が認定し、補助金、大規模小売店舗

立地法の特例措置や税制優遇措置等を集中的に講じることが必要である。こ

のような自立反転が可能な中心市街地活性化の取組に関する成功モデルを

創出すべきである。 

 

５．実施体制の強化 

①中心市街地活性化協議会の機能強化 

・ 中心市街地活性化の成果をあげるためには、開発事業者、商業者、地権者等

の多様な主体が相互に連携し、濃密に議論を交わし、共通の理念の下に主体

的かつ積極的に中心市街地活性化に向けた取組が行われることが必要であ

る。 

・ このため、中心市街地における都市機能の増進及び経済活力の向上を推進す

るに当たって主要な役割を果たす者の他、多様な関係者によって構成される
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中心市街地活性化協議会が法的に位置付けられており、「市町村が作成しよ

うとする基本計画並びに認定基本計画及びその実施に関し必要な事項その

他中心市街地活性化の総合的かつ一体的な推進に関し必要な事項について

協議する」ことになっている。 

・ しかしながら、基本計画認定のためだけに中心市街地活性化協議会を設立・

運営することになると、市町村がその取組を説明して形式的な了解を取り付

ける場となりかねず、単に意見を述べるだけに止まる等、実質的議論の場と

して機能しなくなる場合が出てくる。 

・ このため、本来の趣旨に基づき、中心市街地活性化協議会の場で民間事業者

や地域住民等の多様な主体が相互に連携し、濃密に議論を交わし、主体的か

つ積極的に各主体が一体になって中心市街地活性化に向けて取り組んでい

く環境を整備する観点から、中心市街地活性化協議会に対して、市町村への

基本計画策定及び認定基本計画の見直しの提案権を付与し、市町村に中心市

街地活性化協議会の意見をより能動的に反映させるようにするための措置

を講じるべきである。 

 

②まちづくり会社等の強化 

ⅰ）事業性確保 

・ 中心市街地活性化を図る上で、行政や民間事業者等と連携しつつ、まちづく

りの企画、調査、設計、コンサルティング、更には地域のネットワーク形成

や新規事業を含めた各主体のコーディネート、まちづくり関連事業といった

エリアマネジメントを担う主体として、多くの地域では商店街振興組合等の

他に、まちづくり会社が積極的な役割を果たすことが期待される。 

・ 上記のような役割をまちづくり会社が担っていくためには、資金力や関係者

に対する影響力を有することが必要になってくるが、法的に明確な位置付け

がなされていないこともあって、信用力が低く、空き店舗・未利用地の所有

者との調整や事業を行う際の資金調達が困難との指摘もある。そもそも、ま

ちづくり会社は、収益性の有無を問わず公共性のある事業の実施主体として、

まちづくりを担っており、公益性（公益的な事業の実施）と収益性（自らの

経営基盤を支える収益事業の必要性）の二重構造のため、経営基盤が脆弱で

あることが多い。 

・ そこで、まちづくり会社をはじめ、デベロッパー、中小企業等民間事業者が

行う、中心市街地における商業活性化に資する事業に対して、国が認定し、

当該事業者の信用度を増すことで、事業実施に伴う地権者等との交渉や、資

金調達等を含め事業実施に必要な調査を円滑に進められる環境を整備する

ことが必要である。 
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・ また、このような認定されたまちづくり会社等が、比較的リスクが大きく、

また必要とされる資金規模が大きい事業を行う場合には、金融機関からの借

り入れがより一層困難となりがちであり、間接金融のみならず、直接金融の

導入による資金調達手段の多様化を可能にする措置等も望まれる。また、コ

ンサルティング機能と資金供給機能を持つ地域金融機関の役割は大きく、地

域金融機関と連携した取組も期待される。 

・ ちなみに、まちづくり会社の収入源の内訳を見ると、行政からの補助金や委

託料等が多く、駐車場経営、施設管理、飲食、物販といった自主事業収入は

半分以下である。まちづくり会社等の実施主体が中心市街地活性化事業を持

続的に行っていくためには、上記の支援措置も活用しながら、独自の収入源

を確保できるようにすべきである。また、まちづくりのいわば「光る」成功

事例は、全国で展開し、横展開することにより、収益性を高めていくことも

一案である。更に、土台の基盤事業ができるかどうかは人材の問題でもあり、

事業と人材は表裏一体であることを認識し、その意味でも下記の人材確保策

と併せて取り組んでいくことが重要である。将来的には、公有財産を活用し

た事業やその管理・運営事業についても検討していくべきである。 

 

ⅱ）まちづくり人材確保 

・ 中心市街地活性化のためには、まちのプランニングの設定、権利者間の調整、

空き店舗・未利用地のマッチング、更にはまちの広告塔としての機能といっ

た、多面的なエリアマネジメントが必要であるが、各地域にはこうした人材

は少なく、タウンマネージャーを設置している中心市街地活性化協議会やま

ちづくり会社は多くない。特に、中規模以上の市町村の中心市街地活性化や

小規模市町村でも中核事業の立ち上げのタウンマネジメントは、他の業務と

兼務できる業務量ではなく、多様な関係者とのやりとりは休日を問わず行わ

れる場合もあると言われている。 

・ このため、中心市街地活性化基本計画の遂行をマネジメントし、新たな活性

化事業や担い手を発掘する専門職として、専任のタウンマネージャーが必要

となる。近年はタウンマネージャーを設置する地域も増加しているが、常勤

のタウンマネージャーを設置しているところは多くないため、タウンマネー

ジャーの育成のために、人材市場を整備し、量的にも質的にも人材を確保し

てくことが必要である。 

・ このような人材を確保するため、開業や経営に必要なビジネススキルや空き

店舗対策、合意形成手法等、まちづくり特有のスキルの習得を図る研修を実

施し、各地域においてまちづくり人材を育成するとともに、人材の掘り起こ

しを行い、人材市場を整備して地域とのマッチングを図る等の支援措置を講
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じるべきである。 

 

③住民参加 

・ 地域住民の参加を促し、中心市街地活性化協議会等の場を通じて、目指すべ

き中心市街地の在り方、ひいては地域活性化について、行政や事業者と濃密

に議論を交わし、場合によっては、地域住民自らが主体的に、地域住民の生

活や地域の社会経済活動を大きく変えようとする意図の下、積極的に取り組

んでいくことは極めて重要である。 

・ このため、市町村が中心市街地活性化の在り方や事業そのものに対して長期

に亘って積極的に地域住民の参加を促していくことも必要である一方、「つ

なぎ屋」「ほぐし屋」と言われる外部の「コミュニティ・デザイナー」を通

じて、柔軟なアイデアやコミュニケーションをきっかけに、地域住民の主体

的な取組や独自の発想や考えを引き出していくことが重要である。このよう

な地域住民のアイデアや考えを基に、テーマ型コミュニティや商店街を活用

した魅力的なプロジェクトを仕立てていくことが必要である。 

・ かかる観点から、「コミュニティ・デザイナー」といった外部人材の育成、

掘り起こし、人材市場の整備、マッチング等への支援措置を併せて行い、目

指すべき中心市街地活性化の在り方や個別事業に関する濃密な議論や場合

によっては事業そのものへの住民参加を強力に促していくことが必要であ

る。 

 

６．計画目標、評価指標、フォローアップ（ＰＤＣＡ）の運用改善 

・ 基本計画の策定は、各市町村が、それぞれの多様性に応じた街の将来像を描

き、それを実現していくための中心市街地のあり方を自ら考える契機となる

ものである。 

・ また、基本計画に位置付けられた中心市街地活性化事業は、都市機能の増進

や経済活力の向上のための多様かつ複層的な事業で構成されており、これら

を総合的かつ一体的に推進することが必要であるとともに、各事業の実効性

を更に高めていくためには、可能な限り地域の実情に応じた形で推進してい

くことが不可欠である。 

・ 以上のような観点から、基本計画の目標、評価指標、フォローアップについ

て、それぞれの地域の多様性や実情に応じた適切な運用を行うことで、市町

村が描く街の将来像や現在抱える課題に応じた活性化の方向性を見出すこ

とに繋げていくべきである。 

 

（目標及び評価指標） 
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・ 現行法において、基本計画の目標については、「基本計画を定める場合には

中心市街地活性化の目標について定めるよう努めるものとする」と規定され、

基本方針で「目標を定める場合は、①少子高齢化社会の到来に備え、多様な

都市機能がコンパクトに集積した、歩いて暮らせる生活空間を実現、②多様

な主体の活発な活動により、更に活力ある地域経済社会を確立、といった基

本方針に掲げる目標に従い、市町村が地域の実情に応じて、重点化等を行っ

て設定することができる」とされている。 

・ また、基本方針では、「各市町村が設定した目標の達成状況を的確に把握で

きるよう、居住人口、歩行者通行量、事業所数、従業者数、年間小売販売額、

空き店舗数等についての絶対値、変化率等の定量的な指標に基づいて設定す

る」とされている。 

・ これまで認定された１４２計画では４２３の評価指標が設定されており、こ

れを分類すると、上位から歩行者通行量に関する指標が１４８（調査日（平

日・休日）を分けて設定している計画あり）、居住人口に関する指標が８８、

施設入込者数に関する指標が７７となっている。 

・ 以上のことから、各基本計画の特性はそれぞれ異なるにもかかわらず、通行

量や居住人口といった類似した指標が採用されており、地域の実情に応じた

独創的な指標を設定しているものは相対的に少ないといえる。「市町村は地

域の実情に応じて重点化等を行って目標を設定できる」という趣旨に沿って、

基本方針に例示されている指標に捉われず、地域の実情に即した独自の評価

指標を自ら考え、設定するよう努めるべきである。 

・ 一方で、基本方針で例示されているような通行量、事業者数、居住人口、空

き店舗数等の指標は、中心市街地の衰退状況や活性化の成果に関する政策評

価やまち・地域間の比較検討を行う上で必要不可欠なものである。すべての

指標を目標の達成状況を把握するための評価指標とはしないものの、市町村

においては基本計画策定時に中心市街地の現状分析で用いた基礎データに

ついて毎年把握・蓄積し、独自に評価していくことが望ましい。更に、この

ような基礎データを公開し、地域住民への説明責任を果たしていくことも重

要である。この際、ＩＣＴを活用することで、データの「見える化」やデー

タに基づく将来予測を行うことも重要である。 

・ 先述のように、基本方針においては、評価指標は、絶対値、変化率等の定量

的な指標に基づいて設定しなければならないとされており、定性的な指標の

設定は認められていない。中心市街地の活性化度合いをより正確に把握する

ためには、地域住民の意識や感覚の変化、例えばまちのイメージ、満足度と

いった、一義的には定量的な評価が難しい指標も必要であり、定量的な指標

を補完する形で、例えばアンケートから得られる中心市街地の満足度等を参
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考指標として設定することを促していくべきである。 

 

（フォローアップ） 

・ 基本計画の進捗状況を的確に把握するため、基本方針では、「市町村は、計

画期間中に、基本計画に掲げた取組の着実な実施を通じて中心市街地活性化

が実現できるよう、定期的にフォローアップをするものとする。このフォロ

ーアップにおいては、市町村は、目標を設定している場合は当該目標の達成

状況についても確認する。」とされている。フォローアップの実施時期は市

町村自らが決定している上、各基本計画で設定された定量的な評価指標の状

況を中心に市町村自身が評価を実施している。 

・ 中心市街地活性化にあたっては、基本計画の認定がゴールではなく、設定し

た目標に向かって官民が連携して着実かつ効果的に事業実施していくこと

が重要であるため、基本計画は原則毎年フォローアップをすべきである。ま

た、定量的な評価指標の状況のみならず、中心市街地の雰囲気や地域住民の

意識・評価がどのように変化したかといった点も含めて、中心市街地活性化

協議会等からの意見を聞きながら定性的な評価も実施していくべきである。 

・ この際、先述した、中心市街地活性化協議会に付与される市町村に対する基

本計画見直しの提案権を行使して、フォローアップ結果に基づき、市町村と

中心市街地活性化協議会が連携して改善策を検討し、必要に応じて基本計画

の変更等を行い、不断に事業を改善、実施していくといったＰＤＣＡサイク

ル、いわば好循環のサイクルを確立していくことが必要である。 

・これら一連のフォローアップをより実効性の高いものにするためには、基本

計画策定時に、予め各年度における各指標及び事業の具体的な目標を明確化

しておくことも有効である。 
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終わりに 

 

・ 我が国が、急速な高齢化、人口減少にあって、地方が疲弊している現在、以

上のような中心市街地活性化に向けた講ずべき改善施策の方向性について

は、「待ったなし」の状況にある。このため、関係府省が、緊密に連携しつ

つ、総合的かつ一体的に、制度改正、運用等の改善を早期に進め、実現して

いくことが喫緊の課題である。 

・ 中長期的には、更なる中心市街地活性化に向けた、不動産流動化やエリアマ

ネジメントに係る受益者負担の仕組み等個々の地権者の権利等に密接に関

わる課題も含めて踏み込んだ対応も重要であると考えられ、引き続き、検討

を進めていくことが必要である。 

・ 地域の現場の声、ニーズについて真摯に耳を傾け、議論を交わし、不断の客

観的なフォローアップや検証を行い、絶え間ない改善の方向性を立案し、実

現していくことが必要である。このような取組が、疲弊する地方の真の中心

市街地活性化、ひいては地方都市全体の再興や地域活性化につながっていく

ことを期待してやまない。 
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中心市街地活性化に向けた制度・運用の方向性（案）【ポイント】 
～中心市街地活性化推進委員会報告書（案）～ 

１．目指すべき方向 
①中心市街地活性化の基本理念 
 地域における社会的、経済的、文化的活動の拠点 
 目指すべき中心市街地の在り方（基本理念）を地域関係者で共有 

 
②中心市街地活性化の意義 
 地方都市全体の活力向上の取組の一環として、当該市町村全体や

その周辺地域を含めた「まち」全体の活性化を考えること 
 都市政策、産業政策等を総合的、一体的に推進 

２．地方自治体の役割 ～期待されるイニシアティブ～ 
 理念等の共有や各取組を総括、コーディネートし、イニシアティブを発

揮していくべきは市町村 

 地域の特色を活かしたビジョンを策定し事業を計画的、着実に実施 

３．民間事業者等の役割 ～理念等への協力～ 
 事業者は理念等に配意して事業活動を行うことや地方自治体や国の

施策の実施に必要な協力を行うことを期待 

４．国の役割 ～府省連携等～ 
 中心市街地活性化、ひいては地方都市再興のため、中心市街地施

策のみでなく、都市構造全体、公共交通等の取組と連携（府省連携）

して総合的、一体的に施策を推進 

Ⅱ．基本的な方向性 Ⅰ．現状評価・課題 

１．現状評価 
 平成１０年の法施行以来、中心市街地の都市機能

増進及び経済活力向上を総合的、一体的に推進 
 平成１８年の法改正では、 
       ①内閣総理大臣による基本計画認定制度の創設 
       ②都市福利施設整備と居住環境向上の施策の追      
          加等を措置 
 しかし、法改正後７年が経過した現在、 
       ①目標達成状況は芳しくない※指標達成率２９％  

       ②認定市街地の人口シェアは低下 
       ③中心市街地の事業所数、販売額等は減少 

２．今後の課題 
 投資が中心市街地に流入せず、商業・都市施設等

の新陳代謝が進まず民間事業活動は停滞 
 計画策定市町村は減少 
※平成１８年改正前６０６市町村→改正後１１７市町村 

 実態に即した更なる取組が必要 
 実施体制が脆弱 

（資料４） 



２．地域実態に即した柔軟な区域設定 
 都市の中に社会経済的に中心的な役割を果たしている拠

点が複数ある場合は、複数の拠点を一体として認定※ 

       【基本方針改正】 
        ※複数の拠点間が公共交通ネットワーク等で密接に繋がっていること等が前提 

３．広域的な調整 
 都道府県は、市町村の求めに応じて、条例等の活用により

積極的に広域的な調整を行うことが望ましい 

      【基本方針改正】 

４．波及効果が大きい事業への重点支援 
 地元住民等の強いコミットメントがあり、周辺地域の経済活

力をも向上させる波及効果が大きい事業を国が認定し、集

中的に支援 

      【法改正、予算・税制措置】 

５．実施体制の強化 
①中心市街地活性化協議会の機能強化 
 中心市街地活性化協議会に対して、市町村への基本計画作成及び

見直しの提案権を付与し、協議会の機能を強化【法改正】 

 

②まちづくり会社等の強化 
ⅰ）事業性確保 
 まちづくり会社等が行う商業の活性化に資する事業を国が認定し、

当該事業を行う者の信用度を増し、事業実施に伴う地権者等との交

渉や資金調達等を円滑に進められる環境を整備【法改正等】 

 

ⅱ）まちづくり人材確保 
 まちづくり特有のスキルの習得を図る研修を実施し、まちづくり人材

を育成するとともに、人材の掘り起こしを行い、人材市場を整備し、

地域とのマッチングを図る【予算措置】 

 

③住民参加 
 住民の主体的な取組等を引き出す「コミュニティ・デザイナー」といっ

た外部人材の育成等を支援【予算措置】 

６．計画目標、評価指標、フォローアップ（PDCA）の運用改善 
 地域の実情に即した独自の評価指標を自ら考え、設定 

 通行量等基礎データについては毎年把握し評価 

 認定基本計画は原則毎年フォローアップし、協議会機能を活用しＰＤ

ＣＡを徹底【基本方針改正】 

2 

１．認定市町村の裾野拡大 
 特に「小さなまち」については、既存のストックがあれば、４

事項※の内、特定の事項に新たな事業がなくても積極的か

つ柔軟に認定【基本方針改正】 
      ※基本計画の「市街地の整備改善」、「都市福利施設の整備」、「居住環境の向上」、 
           「商業の活性化」の４事項 

Ⅲ．具体的な施策の方向性 

※都市構造全体・公共交通等の取組との連携 
 都市機能の計画的な配置、人口密度の維持と、それに併せた公共

交通の充実等の取組を推進 【関係法改正】 



 

 

 

現行の中心市街地活性化制度に対する 

委員からの具体的な提案 

 

  

（資料５） 



 



中活法改正案 
（目的）  
第一条  この法律は、中心市街地がコンパクトなまちづくりに貢献する役割の重要性および地域

の経済及び社会の発展に果たす役割の重要性にかんがみ、近年における急速な少子高齢化の進展、

消費生活の変化等の社会経済情勢の変化に対応して、中心市街地および地域中心地における都市

機能の増進及び経済活力の向上（以下「中心市街地等の活性化」という。）を総合的かつ一体的に

推進するため、中心市街地等の活性化に関し、基本理念、政府による基本方針の策定、市町村に

よる基本計画の作成及びその内閣総理大臣による認定、当該認定を受けた基本計画に基づく事業

に対する特別の措置、中心市街地活性化本部の設置等について定め、もって地域の振興及び秩序

ある整備を図り、国民生活の向上及び国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする。  
 
（中心市街地等）  
第二条  この法律による措置は、都市の中心の市街地および都市内地域の中心地であって、次に

掲げる要件に相当程度該当するもの（以下「中心市街地」という。）について講じられるものとす

る。  
一  当該市街地に、コンパクトなまちづくりに貢献する程度の小売商業者 が集積し、及び都市

機能が 相当程度 集積しており、その存在している周辺地域および市町村の中心としての役割を果

たしている市街地であること。  
二  当該市街地の土地利用及び商業活動の状況等からみて、当該市町村のコンパクトなまちづく

りの実現および機能的な都市活動の確保又は経済活力の維持に支障を生じ、又は生ずるおそれが

あると認められる市街地であること。  
三  当該市街地における都市機能の増進及び経済活力の向上を総合的かつ一体的に推進するこ

とが、当該市街地の存在する市町村のコンパクトなまちづくりの実現及びその周辺の地域の発展

にとって有効かつ適切であると認められること。  
 
（基本理念）  
第三条  中心市街地等の活性化は、中心市街地等が地域住民等の生活と交流の場であることを踏

まえつつ、地域における社会的、経済的及び文化的活動の拠点となるにふさわしい魅力ある市街

地の形成を図ることを基本とし、地方公共団体、地域住民及び関連事業者が相互に密接な連携を

図りつつ主体的に取り組むことの重要性にかんがみ、その取組に対して国が集中的かつ効果的に

支援を行うことを旨として、行われなければならない。 

 

 

 



中心市街地活性化に関する提案について 
 
１ タウンマネージャーの人材育成について 認証制度とカリキュラム構築 
  【具体的な事例】内閣府：食の 6次産業プロデユーサー 認定、育成システム 

   と同様に、国によるキャリア認定制度の創出、育成カリキュラムの構築。 

    http://www.meti.go.jp/press/2012/05/20120501002/20120501002-7.pdf 
◆ タウンマネージャー認定制度の創出 

中心市街地活性化に必要な専門知識を習得できるような人材育成システムを構築する必

要がある。現在、経済産業省の中心市街地活性化室、中小事業庁の商業課が中心になっ

て実践してきた「町元気：まちづくり情報サイト事業」で取り組んできた小規模な材育

成事業から、中心市街地タウンマネージャー認定制度とする。それにより、キャリア認

定を経て、中心市街地活性化に必要な専門人材育成制度を構築する必要がある。

www.machigenki.jp/index.php 

特に旧法の中心市街地活性化法に基づき設立された「まちづくり会社」が８００以上も

あり、そこに携わる人材の育成が急務である。 

  ◆ 人材育成カリキュラムの構築、キャリパスによるステータスの構築 

    大学と連携して都市政策と産業政策を一体的に教えるカリキュラムを構築する。合わせ

て、全国で成功した地域やまちづくり会社と協力して、インターンシップなどを通じて

ＯＪＴでの人材育成を図る。 

 

２ まちづくり株式会社の支援制度の創出 

    中心市街地旧法時代を含めて、全国にまちづくり株式会社が８００以上存在している。

その中で、経営が安定しているところは、少ない。その理由としては、まちづくり会社

は、公共事業という大義名分の事業と、株式会社としての営利事業の両方を実施すべき

二重構造の組織であるという認識が薄く、特に財政基盤を固める営利事業が確立してい

ない会社が多いことがあげられる。 

    また、多くのまちづくり会社の経営基盤が脆弱であり、専任の従業員、スタッフが少な

く、実際には中心市街地で本来の役割が果たせていない。 

    そこで、まちづくり会社の財政基盤を整えるために、以下の制度の導入を提案する。 

◆ まちづくり会社 財政基盤整備 

①  大阪市が実施しようとしているように、固定資産税の上乗せ課税を行い、目的税と

して徴収し、まちづくり会社に付与する。 

BID方式のバリエーション 

②  自治体の総予算の１％－３％をまちづくり会社の事業資金として提供する。  

事例バリエーション：我孫子市においては予算の１％について市民総意の下で市民

がどの事業に予算をつけるか決定できる。 

http://www.meti.go.jp/press/2012/05/20120501002/20120501002-7.pdf


◆ まちづくり会社へのタウンマネージャーの派遣 

１で認定したタウンマネージャーを３年程度、国の予算で派遣する。 

もしくは、一定のチームで派遣する。大よそ、会社の初動として 3年で基盤が整備され

ることから、3年間、人材の支援を行う。 

 

  



平成 25年 11月 26日 

現行の中心市街地活性化制度に対する具体的な提案 

 
 

1. 中心市街活性化の必要性 
 中心市街地の活性化はなぜ必要なのか、今一度共有する必要があると考えています。これ

までも議論されてきた通り、中心市街地活性化が商店街活性化と同一視されているケースが

多い現状です。中心市街地の活性化の意義を整理すると、以下のようなものがあると考えて

います。 
① 持続可能な都市経営を目指す（デトロイトのような失敗を回避） 
② 乱開発による日本独自の豊かな自然、環境、文化の破壊を防ぎ、将来の国際競争力の源

泉となる日本らしさを良い形で次世代に繋ぐ 
③ 多様な価値観、暮らし方を許容できる地方都市の魅力を維持する 
 余談ですが、これらはすべて「遠い将来の不幸を回避」する文脈で訴えられ、市民感情と

してはピンとこない部分が大きいと感じています。このため、行政や経済組織に対しては「中

活」の意義を正面から訴えることも必要ですが、市民や一般企業に対しては、より目の前の

楽しいこと、儲かることを併せてクローズアップしたり、「まちを元気にしよう」というよ

うな多くの人が同意しやすい、より抽象的な訴えかけも必要だと感じています。 
 なお、中活法の評価について、目標指標の達成状況等から実行性が十分ではないとの意見

も出ていますが、「郊外に大規模集客施設を立地させない」と約束した都市が 100 以上ある

ということに大きな意義があると感じています。地主や農家の存在を考えると、郊外開発の

抑制を掲げて選挙を戦うのは相当な困難が予想されます。この点を突破できたことに、中活

法の大きな意義があったと考えています。 
 

2. 認定を目指す都市について 
 職務上、中活を目指す都市、取り組む都市の話をたくさんお聞きしますが、中活に取り組

むきっかけは「補助を受けたい事業」があったから、という都市が多い印象です。本務地で

ある広島県府中市や、現在中小機構でサポートしている都市等がそうです。特に、旧戦略補

助金は民間企業が直接国から高率の補助を受けられる制度であり、補助を受けたい事業案が

ある都市がこぞって手を挙げました。中でも民間、特に商工会議所や地元有力企業、まちづ

くり会社が、中心市街地で実施したい事業案がある場合に、行政を説得して中活の認定を受

けたケースが多いような印象があります。この流れは現在も続いていますが、戦略補助金の

廃止、実質民間が補助を受けられなくなったことなどから、民間の中活のインセンティブが

薄れ、また行政も認定に係る膨大な作業を行ってまで認定を受けるほどのインセンティブが

なく、認定を目指さない都市が増えていると考えています。しかし、例えば新潟県十日町市

など、行政側が積極的に民間事業の参入を促進したいと考えている場合は、暮らし賑わい事



業、都市再生交付金の自由枠が大きくなること等に認定のメリットを見いだしているように

感じています。 
 

3. 目指すべき都市の姿 
 都市の置かれている内部、外部環境は多様であるにもかかわらず、現在の中活計画の運用

は画一的であるように感じられます。例えば、①目標指標、②推進組織（協議会）、③活性

化事業分野や事業の数、④中心市街地のエリア設定など、明文化されていないものの、多く

のポイントにおいて国の指導を受け、それをクリアしなければ認定申請ができません。もち

ろん、都市の郊外開発の抑制や中心市街地への一定の集中投資など、中活の理念として欠か

すことができない点も存在します。しかし都市の多様性に応じた都市の将来像を描き、それ

を実現していくための中心市街地の在り方を、それぞれの都市が独自に計画することの重要

性も認識すべきであると考えます。都市の将来像や現在の課題に応じた活性化の方向性、そ

れを実現するための事業、マイルストーンとなる目標指標を検討、共有するこのプロセス自

身も、行政や産業界、市民にとって大きな意味を持つと考えています。 
 中活は商店街活性化ではないことを前提に、以下の視点が重要であると考えています。 
① もう人口増加時代には戻れないことをきちんと受け止め、過去への回帰ではなく縮小社

会をどう迎えるかをきちんと考える 
② そのために、住宅を含めた郊外開発を抑制し、中心市街地に重点投資を行うこと 
③ 中心市街地の将来像とともに、自然環境保護や農業、観光振興など郊外エリアの将来像

をも示すこと 
④ 経済とインフラ整備だけではなく、教育や福祉、農業など統合的に推進すること 
⑤ 周辺都市との相互補完関係により、効率的な公共投資を行うこと 
⑥ 都市の魅力については周辺都市との差別化をはかり、どのような都市機能を強化してい

くのかを明らかにすること 
 

4. 現状制度の課題 
① 郊外開発の更なる抑制 

 現在は、1 万㎡を超える大規模集客施設のみが、郊外エリアへの立地を制限されてい

ます。地方都市では引き続き郊外部への住宅開発が続いており、中型のロードサイド店

の立地には歯止めがかかっていません。これらの立地抑制について、踏み込んだ検討が

必要だと考えています。 
② 目標と目標指標 

 前述の通り、現在の目標指標制度は画一的ですので、より都市の置かれている環境を

反映させた中心市街地の目標の採用を希望します。政策の評価及び都市間の比較検証が

可能となるよう、人口や通行量、施設利用者数、商店数などの全都市共通の基礎指標と、

都市の目指す姿や課題に沿ったオリジナル指標の２分野の指標を設定することを提案し



ます。測定に伴うコストも検討しつつ、英国のように 8〜10 程度の指標を採用すること

が考えられます。 
 また、中活法の評価について、目標指標の達成状況等をもとに中心市街地の活性化が

図られていないとの議論がありますが、目標指標が活性化の姿を表しているとは言えな

いことをふまえ、慎重な評価を期待します。 
③ 目標期間 

 数十年をかけて郊外化が進展してきたことを考えても、わずか 5 年で中活を達成する

ことは困難です。中活自体は永続的な取り組みであることを位置づけたうえで、毎年の

レビューと、5 年、10 年など、事業効果の出るタイミングでのまとまった評価が望まれ

ます。 
④ エリア 

 都市機能の集約のための中心市街地と、重点的に商業活性化を図る重点商業地区は役

割が異なります。重点商業エリアは中心市街地に含まれ、よりも小さいものと考えられ

ますが、中規模以上の都市であれば、中心市街地の中の商業エリアのマネジメント、い

わゆるメーンストリートを個別に考える必要性もでてくると考えられます。 
⑤ 評価 

 評価については、外部機関による評価の在り方を検討する必要があると考えています。

現在は、各都市ともフォローアップ評価として、自己評価のみを行っています。これを、

第 3 者機関による評価とその公表にすることによって、より客観的な評価と、関係者や

市民の理解が深まる可能性が高まると考えています。 
⑥ 推進組織 

 中活協議会は構成員の知識向上、地元の合意形成のための組織であるという位置づけ

の整理が必要です。また、現状では、まちづくり会社が、認定要件を満たすために形式

上設立されているケースが散見されます。 
 当初からまち会社の役割として想定されていた「市街地整備推進（不動産の流動化）」

の役割を果たすためには、不動産投資が行える資金力及び、地主に対する影響力を担保

する必要があります。また、実際のまちづくり会社では、不動産流動化とともに、地域

のネットワーク形成、新規事業のコーディネート等に手腕を発揮しているケースも見ら

れます。 
 これらを踏まえると、まち会社は半公共的な役割を求められており、全くの民間企業

のように経営の自立を求めることは困難であると考えています。まちづくり会社の本来

業務を鑑みても、公的補助金、独自財源、寄付性資金のバランスが重要であると考えて

います。 
⑦ まちづくり会社の財源 

 前述の通り、非営利組織では資金調達について、公的補助金、独自財源、寄付性資金

のバランスを取ることが求められます。しかし、日本には寄付文化が根付いていないこ



となどから、寄付性資金の調達が困難です。この部分について、欧米のように特別税を

徴収するのか、高度化融資等の公的融資を拡充させるのか、民間ファンドを促進するの

かについて、踏み込んだ議論が必要だと感じています。 
⑧ タウンマネージャー 

 個人の経験を通じて、中活の取り組みには選任の担当者が必要だと感じています。特

に中大規模都市の中心市街地活性化や、小規模都市でも中核事業の立ち上げのタウンマ

ネジメントは他の業務と兼務できるボリュームではなく、多様な関係者とのやり取りは

平日、休日を問いません。このため、中活計画の遂行をマネジメントし、新たな活性化

事業や担い手を発掘する専門職として、タウンマネージャーの存在が重要だと考えてい

ます。近年はタウンマネージャーを設置する自治体も増加傾向にありますが、常勤のタ

ウンマネージャーを設置している都市はまだ半数にも満たない状況です。 
 タウンマネージャーの育成のためには、タウンマネージャーの人材市場の整備が不可

欠です。タウンマネージャーの数、質の向上策についても検討が必要です。 
⑨ ディスインセンティブ 

 地方都市の中心市街地の衰退の大きな原因のひとつは、土地の流動性の低さです。未

低利用地であるにもかかわらず、賃料は高止まりしており、所有者が貸す意思がないこ

ともめずらしくありません。特に古い建物が存在する場合は固定資産税が極めて低く、

賃貸する手間を考えると塩漬けにしておくことを選ぶ地主が多数存在します。空き店舗

や空き家に代表されるこれらの未低利用地は衰退のイメージを増幅し、周辺の治安を悪

化させるなど、大きな社会コストとなっています。これまでは、空き店舗対策事業とし

て家賃の補助や改装費の補助などが行われてきましたが、すべて地主の利益に供するも

のでした。言い換えると、空き店舗があっても地主は困らないから放置する。自治体が

空き店舗対策を講じると家賃収入が増える、または改装によって賃貸物件の補修が行わ

れ資産価値が上昇する、というサイクルになっています。これを改善するには、空き店

舗や空き家を放置しておくと「地主が困る」仕組みの導入が必要です。 
 どれだけ事業の担い手を育成し、誘致しても、事業を実施できる適当な場所がありま

せん。本務地である広島県府中市の中心市街地の空き家率は 18％を超えます。これだけ

低未利用地があっても事業ができる場所がない。これは府中市だけの問題ではありませ

ん。この部分について、抜本的な制度の検討をぜひお願い致します。 
 

以上 

 

 

 



中心市街地活性化制度の改善についての具体的提案 
 
全国各地、様々に地域背景、民力、財政状況など違いはありますが 
やはり、大・中・小それぞれにまず、成功例を形に見せるのが 
最も合理的な再生手法だと思います。 
きちんと仕上がった成功例さえ示せば、全国水平展開は間違いなく起こります。 
そのためには、更なる集中投資（つまり都市はいくらの資金を投入し 
どのような規制を緩すれば再生するか？）の実験が必要であり、 
それを具現化させるためには更なる認定（スーパー特区のようなもの）を 
制度改定にぜひ盛り込んでいただきたいと思います。 
 
まだ衰退傾向から這い出せない市中心部には民間投資が起こりません。 
過去の集中投資も「ばらまき」のニュアンスから抜け出せませんでした。 
自治体は総花の計画しか作れません。 
なぜなら集中投資は議会の承認も得られないし、首長は選挙に落選したりします。 
ですから国が投資して税金で回収するという制度が必要かと思います。 
それが呼び水になって、民間投資を喚起するということです。 

 

  



現在の課題： 
中心市街地問題が進展しないのは、その土地が個人の事情により供給されないからで 
ある。個人の事情とは主に、1）相続や２）居住用の土地の固定資産税の減免措置の 
存在、３）老朽化している建物の取り壊し費用が個人負担、などの理由による。 
これを解決させるためには 以下の短期策と長期策がある。 
 
短期策１）家賃スライド制の全国的普及・適用（すでに新潟市で実施されているもの 
を全国的にひろめる） 
 当初は、一坪 2000 円程度で契約し、1 年後に利潤が確定したのちに利益がある分に 
はその数パーセントを家主に還元する。つまり、家主は借主の利益額によってはボー 
ナスをもらえることになる。 
 
短期策２）商業指定区域商業促進課税（仮称）の提案 （農地の宅地並み課税（固定 
資産税の増額、生産緑地法の改正）１９９２年を参考に） 
商業地として商店街党の空き店舗を有効利用した地主の場合→固定資産税の減免措置 
商業地として有効に利用されていない場合（空き店舗の場合）→「商業地商業促進課 
税（仮称、かつてのうちに対して実施したケースなどを勘案して税率を算定）」を支 
払う。 
 
短期策３）漏電などが心配される老朽店舗の取り壊し・更地への自治体負担 
店舗を取り壊し、更地にすることを希望する地主・商店主への助成制度。ただし、更 
地にした場合には 3 年間は売却できず、その間の土地利用は公的なもの（例えば緑地 
指定）、ないし、公が借り上げるものとする。こうした土地はできれば証券化し、市 
民ファンドとして一般市民からのファンドを募るのも一案である。さらに、この制度 
によりいくつかの土地が更地になることで都市のダウンサイジングが促進され、まと 
まった土地が生まれれば再開発への一助となる。 
 
 
長期策１）中心市街地活性化のマーケティング等を請け負う「タウンマネージャー制 
度」を充実させ、中心市街地の総合マーケティングを行う。 
現行の制度では、商店街メンバーが時間をやりくりして実施している各種活性化策 
を、住み込みのプロが請け負う。この住み込みのプロをタウンマネーージャーと呼ぶ 
（給与は自治体と商工会議所が折半→イギリスではこの制度がすでに実施されてい 
る）。 
 
長期策 2）特区制度を活用して日本版 PPG６を導入する。 



PPG６はすでにイギリスで導入されている都市計画上の計画指針のことを言う。これ 
は、中心部の土地が有効活用されていない段階では郊外店舗の出店を規制するもので 
ある。日本ではすでに大規模小売店舗立地法が施行されており日本版 PPG６の導入は 
難しいが、類似の制度の導入は可能である。例えば、これから自治体が希望する場合 
には、「郊外ではなく中心市街地内に大型資本が出店した場合の税制の優遇措置」 
「逆に郊外に出店した場合の固定資産税等の上乗せ税率の適用」などで計画的に都市 
の中心部に資本を誘導する策を実施する。 
 
イギリスでは中心部に全国チェーン店が多数出店しており、このために店舗の郊外化 
は防げている。つまり、コンパクトシティが実現しており、人口減少社会の日本もす 
でに中心部にあるインフラなどを有効活用することで、コンパクトシティ化を促進す 
るように誘導すべきである。 

 

  



 

 

中心市街地活性化のさらなる加速化への支援を 
 

 

 

 2006 年に、まちづくり三法が改正され、コンパクトシティ実現の加速化に向けた

様々な制度整備がなされたが、今なお大半の地域では中心市街地の停滞や都市機能の

拡散、商店街等の地域商業の低迷等に歯止めがかかっていない。 

 2025 年には高齢化率が 30%に、人口が 1 億 1 千万人台となることが予測される中、

これからの 10 年がコンパクトシティの実現と地域商業の再生による持続可能なまち

づくりを進めるラストチャンスである。 

 日本再興戦略においても、コンパクトシティの実現が位置付けられたところであり、

まちづくりの核となる中心市街地活性化の取り組みを今こそ、全国各地で加速化する

必要がある。 

 政府におかれては、下記のとおり、全国各地の中心市街地の活性化に向けた取組み

を支援されたい。 

記 

 

１．地域の都市活性化に向け、政府一丸となった取り組みの強化を 

    ○疲弊した地域の都市活性化のためには、中心市街地の活性化と ともに、

計画的な都市機能の配置・集積 や 地域公共交通の再生 などが 一体的に

行われることが必要不可欠 である。関係省庁は、中心市街地活性化施策

と都市再生施策との連動性を確保するなど、関連施策を有機的に連携さ

せ、政府一丸となった取り組みを強化することが求められる。 

例えば、以下のような措置を講じられたい。 

・中心市街地における都市機能整備等の事業に対する中心市街地活性化法および

都市再生特別措置法上の特例、予算等の各種支援措置の相互適用 

・都市再生整備計画や中心市街地活性化基本計画に基づく事業の運営・進捗管理

等に関する市町村都市再生整備協議会と中心市街地活性化協議会の協力体制の

構築 等 

○中心市街地活性化協議会をはじめとする経済団体等が中心市街地活性化

に向けた新たな事業を行う場合、規制の運用が対外的に明確になってい

ないことなどにより、事業者の主体的な取り組みが阻害されている。中

心市街地活性化協議会等が 規制の解釈を関係省庁に確認あるいは緩和を

要望できる制度を構築 するとともに、手続きの迅速化 を図る。 



○地域の都市活性化に向けた関係省庁の連携強化を踏まえ、中心市街地活性

化についても、関係省庁が 予算等の集中的な支援措置を講じる制度を構

築 するとともに、計画に記載された 各事業が円滑に実行できるよう関係

省庁の予算を投入 する。 
 

２．まちづくり三法を強化し地域の総意や特性を活かした中心市街地の

活性化を 

（１）中心市街地活性化協議会（以下「協議会」）の機能強化 
○協議会に基本計画の「変更提案」等の 機能を付与し、民間の意見を計画に

反映させ、レベルアップさせていく仕組みを構築 する。 
 

 （２）地域の特性に基づく柔軟な事業実施の促進 
○中心市街地活性化基本計画認定において、５分野（市街地の整備改善、ま

ちなか居住の推進等）全ての事業実施を前提とするのではなく、観光振興

等の地域特性を活かした計画策定・実施を容認し、地域の特性に基づく取

り組みを促進 する。 
 
 （３）まちづくり会社の法的位置付けの明確化 

○まちづくり会社に法的位置付けを付与し、「行政や事業者、住民、地権者  

等が共有するまちづくりの理念を具現化するための事業推進主体」である

ことを明確化する。 
 

 （４）広域調整機能の強化 
○国の ガイドライン整備と積極的な周知 により、集客施設立地の際の広域調

整に関するプロセス・手法（手続き、調査・検討、地域地区制度の活用等）

を明確化する。 
 

（５）大型店の退店時の対応に関する規定の明記 
○中心市街地からの大型店の退店は、地域に悪影響を及ぼすことから、後継

店舗の斡旋・確保や建物解体・その費用負担に関する協議への協力 等につ

いて「大規模小売店舗を設置する者が配慮すべき事項に関する指針」に明

記する。 
 

（６）小さな都市にも適用拡大を 
 

３．中心市街地への集中的な支援の実施を 

○民の関与を高め、官民協働の中心市街地活性化を促すため、中心市街地の

核となる民間商業施設のリノベーションや誘致に柔軟に利用できる 「戦略

的中心市街地商業等活性化支援事業費補助金」を復活し、増額 する。 



    ○中心市街地の核となる施設（福祉・介護、子育て支援、医療、教育、商業、

コミュニティ等）整備のために 土地や建物を譲渡・貸与し、または取得し

た場合 における国税（登録免許税等）・地方税（固定資産税等）の優遇措

置を創設する。 

 

○事業者が 中心市街地で行う店舗改装のための器具・備品等の取得 に対する

所得税・法人税の減税制度を拡充し、即時償却制度を創設する。 

 

○都市機能誘導 区域外から区域内への事業用資産の買換え等の特例措置 を 

創設する。 

○中心市街地で民間事業者が取り組む 中心市街地活性化の起爆剤となるプ

ロジェクトに対する予算・税制措置等の集中的・重点的な支援 を拡充す

る。 
 

４．商店街等地域商業再生の取り組み強化への一層の支援を 

○中小商店や商店街が直面する緊急課題（老朽化したアーケードの撤去、コ

ミュニティ施設整備、買物弱者対策等）を支援するための予算措置を拡充

する。    

以 上 
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